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0 体協 政 幸                                       大竹裕之，菊田 隆 ( 未来工 研 ) 

地球規模の環境変化をもたらす CO2 など温室効果 

ガスの排出抑制や、 石油。 金属資源などの 芽再生資 

源の枯渇への 対応を行いながら 経済成長を達成する。 

「持続可能な 社会」 00 実現が求められている。 こう 

した持続可能な 社会を実現するためには 大量生産。 

大量廃棄といった 現代の社会のあ り方を見直すとと 

もに。 それを支える 産業活動の大幅な 変化がなくて 

はならない " 

現代の社会は 産業活動によって 支えられており。 

産業のパフォーマシスを 規定しているのは 産業技術 

であ るという概念のもとに、 適切な技術をうまく 導 

入していけば。 産業活動を大幅に 変化させることが 

できると考えられる " 

持続可能な社会の 産業ビジョンとして、 シュミッ 

ト = ブレークによる「フアクター エ 0 」 ( 聡 

悟にすることにより 持続可能な社会 

を 実現しょうとするもの ) や ワイツゼッカ ー らによ 

る「ファタター 4 」 (1995 年 ) などが提言されてい 

るが、 このような大きな 変化け不可能であ るとする 

意見も根強い。 

しかし。 持続可能な社会を 実現できなければ。 経 

済 的な破綻を意味することであ り、 - 見不可能に見 

えるほどの大きさの 産業の変動をもだらす 技術の開 

発や、 その導入政策こついて 検討していかざるを 得 

ない。 

そこで、 その検討の手始めとして " 過去に発生し 

た 大きな産業変動に 着目し、 その事例における 産業 

変革の大きさを 測定し。 その際に導入された 技術及 

び導入方策についての 分析を行 う こととした。 

事例としてとりあ げた産業変動 は、 ( め 日本の製造 

業が オイルショックを 境に大幅な 省ェ ネルギーを達 

成した事例、 (2) 大気や水質汚染など 公害の発生に 対 

して取り組んだ 事例であ る。 それらの事例に 対して、 

まずマクロな 統計データから 概略の動きを 分析した 

後に。 大幅な変動が 見いだされる 業種について、 技 

術的、 制度的な対応について 情報を収集した。 

本稿 ( その 1) でほ省エネルギ 一について。 次の 

原稿 ( その 2) では公害対策について 調査の中間的 

な報告をとりまとめた。 

一転換 ( エネルギー革命 ) と中東戦争に 端を発する 

オイルショックが 起こったのほ 

にかけての時期であ る。 
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図 1  わが国の最終エネルギー 消費の推移 

出所 : ェ ネルギー白書 (2005) @ 最終エネルギー 消費と実質 

GD ㌢の推移 J を元に作成。 

一 nii 一 



55 年からオイルショック 前の 

エネルギー供給 と の 成長は強い相関関係を 示し 

ている。 この間、 石炭から石油へのエネルギ 一転換 

ほ ついてみていくと、 1955 年 2 59 年頃 まで、 石炭 

が主要な ヱ ネルギーを担っていた。 -- 方 、 石油製品 

については、 外貨流出を避ける 等の観点から。 " 従 " 

との位置づけであ り。 産業部門の最終エネルギー 消   

で「辰幸 油従 」が逆転するのは 1 

主要産業についてみると、 食料品、 繊維工業、 紙。 

パルプ。 化学工業。 窯業土石の分野では「康幸 油従 」 

年頃 であ ったのに対し。 

鉄鋼や機械金属分野については 195 

拍消費が石炭消費を 圧倒しており、 

るェ ネルギ一転換の 時期は他の分 

た目。 

次 中東戦争による 原油価格の高騰 

( 第 & 次 オイルショック ) により。 日本の高度成長 

は 終わりを告げ " 以後 G 翻 やの成長率 は 鈍化した。 石 

油に過度に依存していたわが 国の製造業は。 省エネ 

ルギー、 製造効率向上に 向けて 様 方な対策を行わな 

ければならなかった " 

" げて。 わが国の産業のパ 

フォーマンスがどのように 推移してきたのかを。 デ 

一タで 概観する。 

工業統計の粗付加価値額 ( 名目 値 ) を産業活動の 

成果指標とし。 また最終エネルギー 消費 [ 総合 ェ ネ 

ルギ一統計 ) をインプット 指標とした。 まず成果指 

標とインプット 指標の経年変化を 見てみる " 

を 973 年の石油価格の 高騰の後 も 日本の製造業の 

粗付加価値額は [ 第 & 次 。 第 2 次のオイルショック 

後の不況期はあ るも <D<D) 増加傾向にあ るのに対し 

て、 最終エネルギー 消費量は明らかに 減少に転じた。 

その結果、 資源消費 ( 最終 ヱ ネルギー消費》と 産業 

パフォーマンス ( 粗付加価値額 ) との間に ヂ カップ 
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出所 : 工業統計 ( 付加価値 額 ) と 総合 ェ ネルギ一統計 ( ㏄ 0 ョ 

年度版 @ より作成 

リングが認められる " 図 2 はこの時期の 鉄鋼業を例 

を見たものであ る。 

この デ カップリンバ は 。 どれくらいの ェ ネルギ一 

生産性の向上により 発 したのであ ろうか。 ここで 

は粗付加価値額 ( ㈹億円 : 名目 ) を、 最終 ェ ネルギ 

一 消費 ( ㈹ 鰯 ジュール : 田 ) で除したものを「エネ、 

ルギ 一生産性」 と定義し。 さらに、 このエネルギー 

  

    
鰯 鍵 襲 趙 蕊 鍵 85 

図 3  鉄鋼業 C1@} ヱ ネルギ一生産性の 推移 (73 年を㈹ 0 と 

した指数 ) 

出所 : 図 2 と同様に作成 
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生産性の値を。 オイルショックのあ った a 

とする指数値で 表した。 図 2 と同じく 

についてこの 指数の推移を 示したのが図 3 であ る。 

この図からわかるように。 石炭から石油へのエネ 

ルギー革命が 起こった 5 年代からオイルショック 

078 年まで、 ェ ネルギ一生産性はほぼ 横ばいであ る 

は大幅に向上している。 

ルショック時に 比べて 約 

ネルギ一生産性を 達成しているのであ る。 同時期の 

他の製造業の ェ ネルギ一生産性の 伸びを見てみると、 

化学工業が 8.2 倍。 窯業。 土石製品が 

倍など、 2 倍から 3 倍の ヱ ネルギ一生産 

性の同上を達成しているのであ る。 

オイルショック 期の石油価格の 高騰に対する 省ヱ - 

ネルギー技術対策について、 ここでも鉄鋼業を 例に 

とって見てみる " 

  そもそも鉄鋼業においては " 戦後の復興期から 先 

進国との競争に 耐えるために、 溶鉱炉の近代化と ェ 

ネルギー消費の 低減が大きな 技術課題であ った。 

業の省エネルギ 一対策については。 ①「酸素 

転炉」の導入など。 効率の良い設備導入や 操業改善 

による対策。 ②従来 - 度冷却してから 再 加熱してい 
-@  @  p た行程を連続的に 行う「連続鋳造」など。 生産工程 

の 省略と連続化、 ③コークス乾式消火設備。 高炉 炉 

頂圧 回収発電装置、 電気炉スクラップ 予熱装置など 

の 排ェ ネルギ - の回収などの 対策が取られていた " 

これらの技術はオイルショック 以前から導入され 

ており、 それがオイルショック 後の大幅な 省 工率達 

成につながったと 言える。 

また。 鉄鋼業以外の 製造業についても。 生産工程 

の省エネルギー 化や廃熱の回収。 再利用。 他の資源 

活用などの技術が 導入されている。 当時取り組まれ 

ていた技術研究課題の 一部を表 j に掲げた。 

表 1  当時の省エネルギ 一関連技術の 技術課 

業種 

  
鉄鋼 
業 

技術 

  

特質 

熱
収
 

廃
回
 

技術 技術内容 

還元銀、 還元鉄又は半還元 
ペレットを廃熱によるエネ 

連続溶解還元 ルギー損失の 少ない密閉型 
技術 の 炉によって連続溶解還元 

を行う技術 

廃熱 
  

資源 
活用 

資 源 
  

  
活用 

資 源 
活用 

水 、 ガスを用いて 冷却して 

いた加熱炉等ライン こ 有機 

重油価格が高騰したため、 
古 タイヤを燃料としコスト 

用し脱 石油操業技術 

炭化 炉 、 ガス化 炭化 炉 にてカーボン ( もみ 

                スラッ 凶 と 乾留 ガ 
スをえて、 カーボン再資源 
化乾留ガスの 代替エネルギ 

ーを得る目的 

  

廃 棄 

    
  

鉄鋼業廃棄ス 

ラグの再利用   

一ル 法による製錬に 代わ 

り、 無公害型及び 省エネル 

ギー化を図る 連続化製錬 技 

  一
案
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きれるスラグは 路盤材とし 

て使用されるが、 製錬中に 

含有きれる言おう 状態を物 

理的手段で決定し 良質化を 

図る 
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出所 : 中小企業事業団中小企業情報センター @ 省資源 / 省エ 

ネルギー技術。 公害防止技術リスト @ ( 昭和 hh 年度版 ) 

  

今回。 簡単な ェ ネルギ一生産性指標を 導入するこ 

とにより、 大きな産業のパフオーマンス 変化を把握 

し。 業種別の比較も 可能となった。 これにより、 パ 

フオーマンス 変化をもたらじた 技術やその時の 状況 

について焦点を 絞った分析も 行えることが 明らかに 

なった。 次のステップでは、 今回得られた 知見をも 

とに、 技術開発の方向性検討や 導入政策の立案に 役 

立てるための、 現在まだ姿の 見えない「持続可能な 

産業」への移行を 測定する指標の 検討を行う計画で 

あ る " 
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